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エリアマネジメントによる事業者を中心としたまちづくりのあり方 

－広島駅周辺地区まちづくり協議会の取り組みを例として－ 

公益財団法人 中国地域創造研究センター 主席研究員 吉田 実 

（広島駅周辺地区まちづくり協議会 事務局） 

 

1．はじめに 

地区内の住民や事業者、地権者等が主体となってまちづくりに取り組むエリアマネジメ

ント活動が全国各地で広まっている。広島市の都心部においても、複数のエリアマネジメ

ント団体が組成されており、ＪＲ広島駅南口においては、2018 年５月に「広島駅周辺地区

まちづくり協議会（以下、広島駅まち協議会）」が発足し、広島駅南口周辺や近接するマツ

ダスタジアム周辺を活動範囲としたエリアマネジメント活動に取り組んでいる。 

広島駅まち協議会は、地区内の商業施設やホテル、オフィス入居者などの企業・団体を

正会員とした事業者を中心とした組織であり、にぎわいづくりや回遊性の向上、安全・安

心な環境づくりにより地区の価値を維

持・向上させることを目的としている。 

本稿では、当センターが事務局とし

て参画する広島駅まち協議会の設立ま

での経緯を振り返り、その過程を通じ

て事業者を中心としたエリアマネジメ

ント団体づくりのポイントを整理する

とともに、これまでの活動状況を踏ま

え、エリアマネジメントを実践する上

での課題について考察する。 

 

2．広島駅周辺の開発状況とエリアマネジメント団体が担う役割 

広島駅周辺は、老朽家屋の密集や大規模な未利用地により、長く効率的な土地利用がさ

れていなかったが、近年、再開発や交通ネットワークの充実などのハード整備により、新

たなまちへと生まれ変わりつつある地区である。 

広島の陸の玄関として、今後もさらなる発展が期待されているが、そのためには、ハー

ド整備にとどまらず、ソフト面でのまちづくりが不可欠である。広島駅まち協議会は、こ

うした視点から設立された団体であり、生まれ変わったハードをどのように使い、地区の

価値を高めていくか、新旧の事業者等が一緒になって考えていくことに大きな役割を担っ

ている。 

 

3．エリアマネジメント団体づくりのポイント 

広島駅まち協議会は、約４年半の準備期間を経て設立した。任意団体のため、組織設立

図１ 広島駅まち協議会の活動区域 
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の手続きは簡易であるが、多様なステークホルダーが存在するため、団体の方向性や運営

方法などについて意向を調整するのに多くの時間を要した。こうした組織設立までの経緯

から、エリアマネジメント団体づくりのポイントとして以下の 3 点が指摘できる。 

 

①賛同者を募り、方向性を共有する 

ハード整備後の地域が主体となったまちづくりの必要性を感じた行政（広島市）の呼び

かけから、エリアマネジメント団体づくりに向けた動きが始まった。具体的には、団体へ

の参加が想定される企業・団体に対してヒアリングを行い、エリアマネジメントの趣旨や

組織の必要性を説明した。ヒアリングを行った企業・団体からは概ね賛同を得ることがで

き、この時点でエリアマネジメント団体の中核となる事業者が固まった。 

ヒアリングは、主に再開発エリアの事業者に対象を絞って行った。エリアマネジメント

の本来的な意義を考えると、地区内のすべての関係者が参加することが望ましく、最初か

ら地域全体を巻き込みながら進めるという方法もあったが、「小さく生んで大きく育てる」

意図から、ある程度絞られたメンバーで検討をスタートした。これにより、その後の速や

かな準備会議の立ち上げにつながった反面、エリアマネジメントに対する地域全体の認知

やコンセンサスという点では課題を残したのは否めない。 

また、当時は、今ほどエリアマネジメントという言葉が浸透していなかったこともあり、

一般論としての説明が中心となった。この地区でどのようなエリアマネジメントを展開す

表１ 近年の広島駅周辺地区における再開発等の状

年 南口・新幹線口周辺再開発等
二葉の里土地区画整理事業

及び関連する主な民間開発
マツダスタジアム周辺開発

2009 マツダスタジアム開業

2010 アクティブインターシティ広島（住宅棟、

ホテル・ビジネス棟）竣工

2012 大型商業施設（コストコ）開業

大型スポーツクラブ（ルネサンス）開業

2013 （株）イズミ新本社ビル竣工

2014 二葉の里土地区画整理事業完了 カープ屋内練習場完成

ゲストハウス型婚礼施設（ララシャンス

HIROSHIMA迎賓館）開業

2015 広島がん高精度放射線治療センター開業

2016 ビッグフロントひろしま竣工

新幹線口ペデストリアンデッキ供用開始

2017 エキシティヒロシマ竣工

新幹線口広場再整備完了

広島駅自由通路供用開始

ekie（エキエ）第1期開業

2018 ekie（エキエ）第2期・第3期開業 広島テレビ放送（株）新社屋竣工

2019 ekie（エキエ）第4期開業 GRANODE（グラノード）広島竣工

2025 広島駅新駅ビル開業（予定）

路面電車駅前大橋ルート開業（予定）

広島駅南口広場再整備完了（予定）
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るか充分に意識合わせせずにスタートしたため、「エリアマネジメント活動の目的は何か」

という議論に立ち返ることが多く、準備期間が長引いた要因のひとつとなった。賛同者が

集まったら、まずはエリアマネジメントの目的や方向性について関係者同士で共有するこ

とがスムーズな団体づくりにつながる。その際、エリアマネジメントの機運が充分に高ま

っていない中では、行政の果たす旗振り役としての役割も大きいと言える。 

 

②お互いを知り、話をする場をつくる 

ヒアリング実施後は、賛同を得られた事業者による準備会議を開催し、対象とするエリ

ア、組織形態や運営方法、エリアマネジメント活動の方向性、具体的な取り組みなどにつ

いて議論を重ねた。関連する会議も含め 40 回近くの会議を開催し、最終的に組織の規約

と事業計画の形にするまでに３年以上の期間を要した。一方で、関係者が顔を合わせる機

会が多くあったことで、これまでなかった地区内の事業者同士のつながりができたという

点は、かえってメリットとなった。エリアマネジメントの成果のひとつとして、地区内の

絆やネットワークといった社会関係資本の形成があげられるが、広島駅まち協議会につい

ては、組織づくりの段階で、ある程度そのような成果を得ることができたといえる。 

また、準備会議では、ワークショップやグループディスカッションなどの形式を使い、

参加する事業者が主体的に議論に関わること

ができる場となるよう意識した。その結果、

熱のこもった議論が重ねられ、取り組みの方

向性やキャッチフレーズなどを参加する事業

者の手で作り上げることができた。エリアマ

ネジメント活動を継続していくために、「自分

たちで決めたこと」として、拠り所にできる

ものを持つことは重要であり、そのための必

要なプロセスである。 

 

③活動の実践と並行した組織づくり 

行政の呼びかけでスタートするとともに、開発段階であったため、大きな危機感を持っ

て参加する事業者が少なかったこともあり、エリアマネジメント活動の機運を高める必要

があった。このため、組織設立に向けた議論と並行して、先行的なエリアマネジメント活

動の実践を試みた。 

そのひとつが「おもてなし一斉清掃」であり、年４回程度のペースで、地区内の清掃活

動を参加事業者の協力により実施した。環境美化とともに、エリアマネジメント活動の対

外的なＰＲや、事業者の参加意識・連帯感を高めることにも主眼を置いたものである。Ｃ

ＳＲや社会貢献といった考え方が企業に広まっている中で、こうした活動は業種を問わず

参加しやすく、エリアマネジメント活動の取っ掛かりとしては最適である。 

図２ 準備会議でのワークショップの様子 



4 

このほかに、準備会議の中で特に重要な取り組みとして位置づけられた、「案内マップ作

成」や「イルミネーションイベント」についても、先行的なプロジェクトとしての実施を

試みた。プロジェクトへの参加を希望する事業者によるワーキング会議を実施し、具体的

な内容や実施方法などについて協議したが、資金をどうするか、誰が主体となるかといっ

たところで合意を得ることができず、実現には至らなかった。ここに、事業者によるまち

づくりの難しさがある。事業者によるまちづくりでは、清掃のようなボランタリーな活動

は別として、実施主体となる組織の下で、立場を明確にして参加したいという意識が強く

働く傾向がある。このため、住民などが主体のまちづくりと異なり、ある程度、形から入

ることも必要であり、組織づくりの進捗に合わせた活動の実践が求められる。 

 

4．エリアマネジメント実践の戦略・ビジョン 

(1)４つの戦略 

広島駅まち協議会では、まちづくりを実現するための戦略として、①「おもてなしのま

ち」②「にぎわいあるまち」③「スポーツと健康のまち」④「安全・安心なまち」の４つ

を掲げている。戦略ごとの取り組みの方向性は以下のとおりである。 

 

戦略 取り組みの方向性 

①「おもてなしのまち」戦略 広島の陸の玄関であり、多くの人が広島で最初に訪れる場でも

あるこの地区の案内機能を強化し、誰にとっても分かりやすい

まちを目指す。 

②「にぎわいあるまち」戦略 地区内外の多様な魅力を活用・発信し、多くの人が集まり、回遊

し、長く滞在してもらえるまちを目指す。 

③「スポーツと健康のまち」戦略 カープやマツダスタジアムなどの特色ある資源を活用し、スポ

ーツを観たり、スポーツに取り組んだり、気軽に健康づくりが

行なえる仕掛けづくりを進める。 

④「安全・安心なまち」戦略 商業や宿泊などの様々な機能の集積を活かし、住む人も訪れる

人も安全で安心して過ごせる環境づくりを進める。 

 

(2) まちづくりビジョン 

 こうした活動方針の下で、当面の活動の方向性を会員間で共有するため、今後 5 年間の

目標像を示す「まちづくりビジョン」を策定した。 

まちづくりビジョンでは、目指す 5

年後の地区の姿として、「目的をもっ

て訪れる来街者が増え、地区のブラン

ド力が高まっていること」を掲げた。

広島駅周辺は、通過点としての役割が

大きく、目的をもって訪れる場所とし

てのイメージが薄い。このため、観光

表２ 戦略と取組の方向性 

図３ 目標像と５年後の目標数値 
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や買い物、ビジネスなど多様な目的をもって訪れ、地区内を回遊する人を増やし、「広島駅

周辺地区」のブランド力を高めていくことを当面の活動目標とした。 

また、目標像に合わせて、5 年間のさまざまな数値目標も設定した。必ずしもエリアマ

ネジメント活動と直接的に関係するものばかりではないが、活動の成果を見える化するた

め、このような数値目標を掲げ、定点観測を行うこととした。併せて、4 つの戦略ごとの

5 年後の目標像と活動指標としての数値目標も掲げている。 

 

５．エリアマネジメント実践の具体的内容 

広島駅まち協議会では現在、前項のような考え方に沿った独自の取り組みとして、①エ

リアマネジメント活動のＰＲ、②にぎわいを生み、回遊性を高めるためのイベントの企画・

実施、③帰宅困難者への対応を視野に入れた防災まちづくりの推進の３つのテーマに主に

取り組んでいる。テーマごとのさまざまな課題に対し、解決方法を工夫しながら取り組み

を進めている。 

 

①エリアマネジメント活動のＰＲ 

まちづくりの分野においてはエリアマネジメントの認知度は高まっているが、広く一般

市民まで浸透するところまでは至っていない。このため、エリアマネジメント活動や広島

駅まち協議会の名前を対外的にＰＲすることに主眼を置き、広報活動や「おもてなし一斉

清掃」の継続実施などに取り組んでいる。 

 

◎広報活動 

広島駅まち協議会のロゴマークを作成するとともに、ホームページとフェイスブックを

開設した。 

このうちロゴマークは、広島市内にある安田女子大学

家政学部造形デザイン学科の協力を得て、大学生にデザ

イン案の作成を依頼し、その中から、会員の投票により

決定した。地元の大学と連携し、会員自らが制作過程に

関わることで、予算を抑えつつ、会員が愛着の持てるも

のとなるように工夫した。 

 

  

図４ ロゴマーク 
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◎おもてなし一斉清掃 

清掃活動は、２か月に１回に頻度を高め、実

施している。毎回７０名程度の参加者があり、

徐々に定着しつつある。活動のＰＲや参加者

の連帯感を高めるために、ロゴマークの入っ

たビブスの着用や、スポーツクラブトレーナ

ーによる清掃開始前のストレッチなどのプラ

スアルファの取り組みも工夫して、実践して

いる。 

 

②にぎわいを生み、回遊性を高めるためのイベントの企画・実施 

にぎわいづくりや回遊性向上のための活動として最も分かりやすい取り組みがイベン

トであり、実際に会員間で活動内容についての協議を行うと、さまざまなイベントのアイ

デアが生まれる。一方で、イベントの実施には多くの時間と労力、資金が必要であり、ア

イデアを実行に移すことは容易ではない。広島駅まち協議会では、こうした課題を解決す

るための工夫として、「乗っかり型」、「連携型」という独自の方法を使い、イベントの企画・

実施に取り組んでいる。 

 

◎「乗っかり型」イベント 

エリアマネジメント団体が改めて実施するまでもなく、にぎわいづくりのためのさまざ

まなイベントが既に実施されている。このため、既に会員等が実施しており、連携が可能

なイベントに「乗っかる」ことで、企画・準備段階の労力を減らしながら、広島駅まち協

議会としてのイベントを展開している。 

「乗っかり型」イベントの例として、2018 年

11月～12月に実施したイルミネーションイベ

ントがある。イルミネーションイベントは地

区の新たなにぎわいづくりのための取り組み

のひとつとして、準備会議段階から検討され

ていたが、資金や実行主体の問題に加え、公共

空間を使う場合の規制の問題もあり、これま

で実行に移すことができなかった。そこで、広

島市内の平和大通りを中心に毎年実施されて

いるイルミネーションイベント「ひろしまド

リミネーション」の関係者と調整を行い、「ひろしまドリミネーション」のサテライト会場

のひとつとして実施することとした。これにより、準備段階での関係機関との調整や広報

などにかかる手間・費用などを大幅に削減することができ、短期間の準備で実施すること

図５ 清掃活動前のストレッチ 

図５ イルミネーションイベント 
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ができた。今後も同様のスキームにより、定例的なイベントとして実施していきたい。 

また、会員が実施するイベントへの「乗っかり型」として、2019 年８月には、広島県を

本拠地とするプロバスケットボールチーム「広島ドラゴンフライズ」のイベント「ＦＵＮ！

バスケットボール トークショー＆ミニゲーム」への協賛を行った。これは、会員企業の

主催により毎年開催されているイベントであるが、広島駅まち協議会の戦略のひとつであ

る「スポーツと健康のまちづくり」に合致するイベントであることから、ポスター制作等

の広報活動への協力を行い、広島駅まち協議会の共催イベントという形で実施した。 

さらに、2019 年 10 月には、会員企業であるスポーツクラブ主催の地域への施設開放イ

ベントへの協賛を予定している。こちらは単なる協賛にとどまらず、連動企画として広島

東洋カープＯＢをゲストとして招いた施設周辺のウォーキングイベントや施設内でのトー

クショーを広島駅まち協議会主催のイベントとして同時開催する。会場の調整等の手間が

省力化できるとともに、共同イベント化することで広報活動での相乗効果も期待できる。 

 

◎「連携型」イベント 

会員企業等の協力によりひとつのイベントを実行するためには、企画段階から多くの関

係者との調整が必要となるため、共通のテーマの下で、参加可能な会員ごとにイベントを

実行し、全体をひとつのイベントとして見立てる「連携型」のイベント展開も検討してい

る。個別のイベントは各会員が実施するため、企画・準備段階の労力とともに、必要な資

金も減らしながら、比較的大きなイベントとして地区全体を巻き込んで実行することが期

待できる。今年度中に子ども向けの職業体験イベントを企画しており、参加可能な会員ご

とに体験メニューを実施し、全体のコーディネートや広報を広島駅まち協議会が受け持つ

スキームを検討中である。 

 

③帰宅困難者への対応を視野に入れた、防災まちづくりの推進 

防災・減災への関心が一層高まっている中で、乗降客数が年間 15 万人を超える鉄道駅

があるこの地区では、特に帰宅困難者への備えが求められる。帰宅困難者対策は、行政と

民間事業者の連携による取り組みが不可欠であり、官民の中間的な組織ともいえるエリア

マネジメント団体がその受け皿となることは理にかなっている。 

広島駅周辺には、広島市より帰宅困難者一時滞在施設の指定を受けている施設が 15 施

設あるが、実際の受入れについては、「広島市において、災害の規模や被害の状況等を見極

めた上で必要と判断した場合に、各施設へ支援要請を行う」とされており、具体的な受入

れの手順や体制は明確化されていない。また、指定を受けていない施設でも、各事業者が

独自の備えをしている場合もあるが、これらの情報の共有化が図られていない。 

こうした課題の解決を図るため、広島駅まち協議会では、「防災関連情報の共有と発信」、

「いざという時に備える体制づくり」の２つの方向性から取り組みを進めることにしてお

り、災害時に役に立つ情報を掲載した「安心マップ」の作成、防災に関する勉強会の開催、
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帰宅困難者対応のマニュアルづくりや対応訓練の実施などの独自の取り組みを展開し、「災

害に強いまち」をＰＲしていきたい。 

 

６．エリアマネジメント実践の課題 

広島駅まち協議会におけるこれまでのエリアマネジメント活動を通じて、顕在化してい

る課題として、以下の 2 点が挙げられる。 

 

①活動財源の確保 

エリアマネジメント活動を継続していくためには、安定的な活動財源の確保が大きな課

題である。広島駅まち協議会の活動財源は、今のところ、会員企業からの任意の協力金や

行政からの負担金に頼っている状況であり、継続性の面で不安がある。 

全国の多くのエリアマネジメント団体が、活動財源確保のために、公共空間を活用した

収益事業を実施しており、広島駅まち協議会においても、地区内の公共空間である広島駅

南口地下広場を活用した広告事業に取り組んでいる。 

これは、公共空間の壁面を広島市から借り受け、広告スペースとして貸し出すものであ

り、広島駅まち協議会は広島市に対して使用料等を支払う代わりに、広告主より広告料を

受け取る。公共空間を借り受ける条件として、その収益を地区のまちづくり活動の費用に

充当する仕組みとなっている。まずは社会実験として、2019 年８月より３か月間、地下広

場周辺の地下道等への広告掲出を実施している。 

広島駅南口地下広場周辺の公共空間は管理区分が複雑であり、地下広場は「道路」であ

ると同時に、広島市が条例で定める「広場」でもあり、道路管理者と広場管理者との間で

「兼用工作物管理協定」が結ばれている。このため、道路法による規制に加え、条例によ

る規制も受ける。条例では広告の掲出が禁止されており、地下広場で広告事業を展開する

ためには条例改正が必要であることから、今回の社会実験では、条例の区域外である「東

西地下道」と「中央出口階段」で広告掲出を行っている。東西地下道、中央出口階段では

それぞれ道路占用許可、行政財産の使用許可を受ける必要がある。法令上は、これらの許

可を受けることは可能だが、実際に広告スペ

ースとしての活用を目的に民間団体へ許可

した事例がなく、公共性のある取り組みであ

ることの担保が必要なため、単に申請するだ

けでは許可を受けることは難しい。このた

め、広島市が創設した「広島市エリアマネジ

メント活動計画認定制度１）」を活用し、エリ

アマネジメント活動の公共的なまちづくり

活動としての認定を取得することで許可を

受けている。 図６ エリアマネジメント広告社会実験 
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こうした取り組みに加え、安定的な財源確保のためには多様な資金調達手段の確保が重

要である。このため、そのほかの資金調達手段として、コインロッカーや荷物預かり所を

運営により収益を得る、会員所有施設等の一元的な貸出や共通で使えるクーポンの発行に

より売上の一部を手数料として徴収するなどの取り組みも考えられる。 

 

②人材の確保 

現在、広島駅まち協議会では、主に事務局と一部の事業者が中心となって、既存の取り

組みや枠組みを活用しながら、エリアマネジメント活動に取り組んでいるが、限られた人

材の中では活動の幅にどうしても限界がある。また、事務局がある程度の御膳立てをしな

ければ事業が動かない反面、あまり先導しすぎると、活動の主役であるべき事業者が「お

客さん」になってしまうというジレンマもある。 

今後、エリアマネジメント活動をさらに発展させていくためには、自由な発想と多くの

事業者の主体的な参加が必要であり、エリアマネジメントの関係者のだれもが「自分ごと」

と思えるような仕掛けや仕組みづくりが求められる。まずは活動の実績を積み上げ、その

成果を実感してもらうことがそのスタートとなる。 

また、エリアマネジメント活動の実践を担う人材を発掘・育成するため、まちづくりの

アイデアを募集し、広島駅まち協議会が実現の受け皿になるなどの新たな取り組みも考え

られる。 

 

７．課題の解決に向けた組織のあり方 

財源や人材面の課題を解決するためには、前項に示すような短期的な取り組みのほか、

長期的にはやや大きな視点から、組織のあり方そのものも検討する必要がある。 

事業者によるエリアマネジメント活動は、本来、事業者が地域に対して投資し、それに

見合う受益を得るという、受益と負担の関係が成り立つものである。しかし、活動実績が

充分にない団体では、参加する事業者に明確な受益を提供することが難しく、事業者の負

担はどうしても地域貢献としての意味合いが強い。事業者がエリアマネジメント活動に資

金を投資することで自らの事業に受益がある、従業員がエリアマネジメント活動に関わる

ことで人材育成につながるなど、受益と負担の関係の下で、事業者が投資する資金や人を

循環させる仕組みをつくることが、長期的な活動財源や人材の確保につながる。 

このような仕組みをつくっていくための新たな視点・発想として、エリアマネジメント

活動の成果を客観的に評価する仕組みづくりが考えられる。欧米諸国のエリアマネジメン

ト団体では、その多くが、地区内の関係者から強制的に資金を調達する一方で、地区に関

連する客観的な数値を示す年度報告等を作成し、資金の使途と活動成果を明確化、透明化

しているが、広島駅まち協議会においても、こうした取り組みを参考に、エリアマネジメ

ント活動の成果を見える化する仕組みを導入していきたい。前述のまちづくりビジョンに

おいて５年間の数値目標を設定したのも、その一環である。 
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また、民間主体のまちづくりとして語られることも多いエリアマネジメントだが、官民

連携の推進も重要な要素である。エリアマネジメント活動は必ずしも賑わいづくりのため

だけではなく、環境美化や防災などのさまざまな地域課題の解決に取り組むものであり、

地区全体の価値を高めるという公益的な視点を含んでいる。また、活動財源の確保のため

に公共空間を活用するなど、民間事業者だけでは実現が難しい取り組みも多い。国土交通

省では、エリアマネジメントを「住民・事業主・地権者等による主体的な取り組み」と定

義しているが、実際には民間と行政の協働によって成り立つ取り組みであり、規制緩和等

により公共空間を活用して稼ぐ仕組みづくりや、内閣府が創設した「地域再生エリアマネ

ジメント負担金制度２）」の導入など、エリアマネジメント活動を持続させるための仕組み

を、官民が一体となって実現していく必要がある。 

 

８．おわりに 

全国の多くのエリアマネジメント団体が似たような課題を抱えている。一方で、それぞ

れの団体の置かれている状況や背景はさまざまであり、解決のためのアプローチもさまざ

まである。公共空間の活用により「稼ぐ」ことができる団体もある一方で、特定の企業の

大きな負担により事業を展開している団体もある。エリアマネジメントは地区の特性に応

じた「オーダーメイド」のまちづくりであり、手法の普遍化は難しい。 

広島駅まち協議会においても、上記のような他事例にみられる手法のみで課題を解決し

ていくことは難しいと感じる。公共空間の活用などにより一定の収益を得ながら、中心と

なる複数の事業者（地権者、建物所有者など）が資金を拠出し、共同で運営していくよう

な、「広島型」の組織のあり方が必要である。 

当センターはこれまで、組織の立ち上げを支援するとともに、事務局としての組織運営

の一端を担ってきたが、エリアマネジメントの主役は参加する地区内の事業者である。今

後は、上記のような「広島型」の組織への移行を支援し、組織の自立と継続的なエリアマ

ネジメント活動の展開を目指したい。 

 

【注】 

１） 都市機能の集積する地区等において、公有財産や公共的空間を活用しながら、にぎ

わいづくり、環境維持などを含む多彩な活動を持続的に行うエリアマネジメント活動を

認定する制度。認定を取得することにより、公有財産等を有効活用するための規制緩和

等の支援が受けられる。 

２） ３分の２以上の事業者の同意を要件として、市町村が、エリアマネジメント団体が

実施する地域再生に資するエリアマネジメント活動に要する費用を、その受益の限度に

おいて活動区域内の受益者（事業者）から徴収し、これをエリアマネジメント団体に交

付する官民連携の制度。海外におけるＢＩＤの取り組み事例を参考として、2018 年６月

に施行された。 


